
次世代育成支援に関するアンケート実施結果 

１ 実施期間 平成 17年 12月 1日（木）～平成 17年 12月 26日（月） 

２ 実施方法 「雇用における男女の参画状況アンケート」と一緒に実施 

３ 調査方法 郵送配布・郵送回収による無記名式アンケート 

４ 調査数  ２００社 （平成 16年度に、新宿区総務部財務課契約係を通して契約を締結した 

会社から無作為抽出） 

５ 回答数   ５１社 

６ 回答企業の業種別内訳 

 

建設業 製造業 
卸売・小売、

飲食 
サービス業 その他 合計 

10社 4社 5社 20社 12社 51社 

 

 

 

７ 集計結果 

（１）次世代育成支援対策推進法の認知度 

 建設業 製造業
卸売・小

売、飲食

サービ

ス業 
その他 全体 

１法律名及び内容を知っ

ている 

3社 

（30%）

1社 

（25%）

2社 

（40%）

7社 

（35%）

9社 

（75%） 

22社 

（43%）

２法律の名前は聞いたこ

とがあるが、内容は知ら

なかった 

1社 

（10%）

2社 

（50%）

2社 

（40%）

8社 

（40%）

1社 

（8%） 

14社 

（28%）

３知らなかった 
6社 

（60%）

1社 

（25%）

1社 

（20%）

5社 

（25%）

2社 

（17%） 

15社 

（29%）

無回答 
0社 

（0%）

0社 

（0%）

0社 

（0%）

0社 

（0%）

0社 

（0%） 

0社 

（0%）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）計画策定の予定（従業員 300人以下の企業のみ回答 該当 39社） 

 

 建設業 製造業 
卸売・小

売、飲食

サービス

業 
その他 全体 

１策定する予定（あるいいは

策定した） 

1社 

（13%）

1社 

（25%）

2社 

（40%）

2社 

（14%） 

2社 

（25%） 

8社 

（21%）

２策定する予定はない 
7社 

（87%）

3社 

（75%）

3社 

（60%）

12社 

（86%） 

6社 

（75%） 

31社 

（79%）

無回答 
0社 

（0%）

0社 

（0%） 

0社 

（0%） 

0社 

（0%） 

0社 

（0%） 

0社 

（0%）

 



(１)次世代育成支援推進法の認知度（全体）      (２) 事業主行動計画策定予定（全体） 

 
 

2 策定す

る予定は

ない

79%

1 策定す

る予定

（あるい

は策定し

た。）

21%

  
 

  3　知らな

かった。

29%

2　法律の名

前は聞いた

ことあるが、

内容は知ら

なかった。

1　法律及び

内容を知っ

ている。43%

 

 

 

 

 
28%

 

 

（３）行動計画を策定する（した）理由（複数回答） 

 

100.0% 
87.5% 

80.0% 
62.5% 

60.0% 

40.0% 
25.0% 

20.0% 12.5% 
0% 

0.0% 
１ 事業主の当然

の責務と考える 
２ 企業の業績向

上につながる 
３ 企業のイメージ

アップとなる 

４ グループ全体と

て策定 ５ その他 し 
 
 

87.5% 62.5% 12.5% 0% 25.0% 系列 1 

 

  その他理由 
○ 社員の働く意欲の向上と、経験豊富な人材の確保の為 

 
（４）策定した（する）行動計画の特徴をご記入ください。（記入数９件） 

 

○ 妊娠中の女性従業員の通勤緩和の為、勤務時間の短縮、始業・終業時刻の繰上げ制度を導入。 

○ 仕事の責任を複数で分担。産前、産後、育児休業復職後も、気兼ねなく育児時間やフレック

スタイムが利用しやすいようにする。 

○ 男性の育児休職者を1名以上、女性の育児休業取得率80％以上とする。 

育児休業者の職場復帰への不安解消のため、社内情報提供を行う。 

○ 配偶者出産時休暇の新設。 

○ 小学校3年終了時まで短時間勤務。 

○ 対象者について、時間外労働、深夜労働の制限。 

○ 事業所内保育室を設けることが望ましい。 

 



 

（５）行動計画を策定しない理由（複数回答） 

9.7%

58.1%

16.1% 19.4%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

系列1 9.7% 58.1% 16.1% 19.4%

１　仕事と子育ての両立を図るために

必要な雇用環境の整備等は、必要な

いと思うから。

２　仕事と子育ての両立を図るために

必要な雇用環境の整備等は大切だと

思うが、策定する余裕はないから。

３　策定しなくても、仕事と子育ての両

立を図るために必要な雇用環境の整

備等は整っているから。

４　その他

 

 その他理由 

○ 事例がまだない。 

○ 個別対応により、充分対応可能と考える。 

○ 対象者が出た時点で検討する。 

 

（６） 自由意見欄（記入数６件） 

○ 男女とも育児休業取得している者もおり、社員に徐々に浸透してきているのではないかと考え

ている。今後も改善できるものは積極的に改善していきたい。 

○ 子育て支援は、社員全体の関心事である。皆で支えあって社員の子どもの出生と成長を喜びあ

えるようにつとめている。 

  ○ 零細企業では行動計画を策定する余裕がないのが現状。 

  ○ 必要に応じて、社員が事前に会社の了解を得て、休業等している。策定の必要は今の所ない。 

  ○ 事業所内保育室を設けるなど積極的な事業所には、資金面での援助が必要。 

  ○ 育児休業を取得しやすい環境作りについて、話し合いを進めていきたいと思う。 

 


